
（別記） 

 

令和４年度越前市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

当該地域は、福井県中央の武生盆地に位置し、水稲を中心とした農業経営が展開されて

いる。そのため、土地利用型農業の生産性向上等をより一層進めていく必要がある。 

 一方、農家の高齢化が進んでおり、農家戸数の減少がみられることから、後継者の育成

が急務となっている。 

 転作作物については、大麦、そば、大豆、飼料用米などの作物を中心に作付を推進して

いるが、水田に適した農地であるため、転作作物を栽培する際は、基本技術の見直しを行

い収益につながるよう取り組みするとともに、技術の見直しでは対応できない水田におい

て、加工用米等を推奨するなどし、適地適作を進めている。 

 また、米の消費量の減少や産地間競争の激化により米価が低迷する中、経営体の所得確

保のため、稲作経営体への園芸導入を推進し、経営体の体質強化を図るとともに、担い手

へのより一層の農地集積を図ることが必要である。 

 

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

農業者の所得向上や水田農業の発展等を図るため、大麦、そば、大豆、飼料用米などの

作物を中心に作付けを推進している。特に、高収益作物としてきゅうり、トマト、ほうれ

んそうなどを導入し、大玉トマトを「紅しきぶ」、きゅうりを「緑しきぶ」としてブラン

ド化の取組を推進している。さらに、新たな市場・需要の開拓として新市場開拓用米など

の転換作物の作付けを推進していく。 

また、生産コストの低減を図るためスマート農業の導入により、農作業の効率化、人手

不測の解消や収量・収益向上が期待されることから国と県の事業の活用を推進していく。 

当該地域は水田に適した農地であるため、転作作物を栽培する際は、基本技術の見直し

を行い収益につながるよう取り組むともに、技術の見直しでは対応できない水田におい

て、加工用米等を推奨するなどし、適地適作を進めている。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

水田の利用状況の点検方針としては、営農計画書及び現地確認により確認を行い、その

結果を踏まえて必要に応じて畑地化支援を活用した畑地化の推進を図る。また、実需者ニ

ーズに応じた生産とブロックローテーションの維持するために、水稲＋麦＋大豆・そばに

よる 2年 3作体系の推進を図る。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

生産数量目安に沿った作付面積を確保する一方で、米の需要量が減少する中、米価を維

持するために、ＪＡが中心となり、新たな需要開拓を図っていく。平成２６年度からは、

外食産業向けに適した品種として、日本晴の作付けを推進している。 

 

（２）備蓄米 

生産者団体において加工用米との共同計算を行い、麦や大豆等の生産が不向きな排水不



良の水田において、備蓄米の取組を推進する。 

 

（３）非主食用米 

  ア 飼料用米 

市内畜産農家の需要を調査し、越前市飼料活用推進協議会において、生産者間 

との調整を行っている。より高い収量を確保するため、主食用品種で取り組む場

合はあきだわらを多収性専用品種で取り組む場合は夢あおばを推奨している。ま

た、コスト削減のため立毛乾燥を実施及び病虫害防除の実施にも努める。 

 

  イ 米粉用米 

需要に応じた生産量を確保する。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

海外における需要を調査し、新たな需要開拓を図っていく。収益向上のため収 

量増加の取組を行っていく。 

 

  エ WCS用稲 

需要に応じた生産量を確保する。 

 

  オ 加工用米 

 麦や大豆等の生産が不向きな排水不良の水田において、加工用米の取組を推  

進する。特に、中山間地などの条件不利地域においては、湿田でも栽培が可能 

な加工用米等の作付けを進める。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

排水対策や団地化を推進するとともに、機械の導入による省力化を進め、機械化体系

を構築していく。主食用米の需要低下に対応する主たる転作作物として、引き続き生産

拡大を図る。 

 

 

（５）そば、なたね 

大麦跡のそばの作付けを推進していく。 

 

（６）地力増進作物 

 需要に応じた生産量を確保する。 

 

（７）高収益作物（園芸作物等） 

農家の所得向上を図るため、水田を活用したトマトやキュウリ、ほうれんそう等の作

付けを重点的に推進していく。また、小規模園芸施設の整備を推進し、新たな産地育成

を図る。 

 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 

 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

(ha)
うち
二毛作

(ha)
うち
二毛作

(ha)
うち
二毛作

2,493 - 2,458 - 2,440 -

13 - 21 - 10 -

81 - 85 - 75 -

- - - - 0 -

- - 13 - 20 -

- - - - - -

27 19 23 19 50 40

274 9 305 9 306 10

59 51 59 51 60 50

- - - - - -

・子実用とうもろこし - - - - - -

175 146 179 146 180 145

- - - - - -

- - - - - -

27 - 27 - 29 -

・野菜 26 - 26 - 27 -

・ほうれんそう 1.7 - 1.7 - 1 -

・花き・花木 1.6 - 1.6 - 1 -

・果樹 0.02 - 0.0 - 1 -

・その他の高収益作物 - - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和５年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

（R3年度）18.1％ （R5年度）17.6%

（R3年度）59.26ha （R5年度）75ha

（R3年度）55.32ha （R5年度）60ha

（R3年度）139.0kg/10a （R5年度）125kg/10a

（R3年度）0ha （R5年度）20ha

（R3年度）0kg/10a （R5年度）500kg/10a

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

（R5年度）2.0ha

生籾水分含有率の削減

実施面積

取組み実施面積

数量払い対象製品
における基準単収

実施面積

実施面積

取組者の平均単収

（R3年度）1.7ha

4

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1

3

2

飼料用米

大豆

ほうれんそう

新市場開拓用米

飼料用米の
立毛乾燥
促進加算

大豆の
品質向上
取組加算

ほうれんそう
作付支援

新市場開拓用米の
収量向上作付支援



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：

協議会名：越前市農業再生協議会

1 飼料用米の立毛乾燥促進加算 1 2,060 飼料用米 あきだわら、夢あおばでの取組、立毛乾燥の実施

2 大豆の品質向上取組加算 1 2,600 大豆 溝堀、土寄せの実施、土づくりと資材の施用

2 大豆の品質向上取組加算（二毛作） 2 2,600 大豆 溝堀、土寄せの実施、土づくりと資材の施用

3 ほうれんそう作付支援 1 29,700 ほうれんそう ほうれんそうを作付けした者に対して助成

4 新市場開拓用米の収量向上支援 1 4,100 新市場開拓用米 土壌改良剤の散布

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。

新様式（公表用）


